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［ 地下水汚染の未然防止のための構造と点検・管理に関するマニュアル ］ 

  水質汚濁防止法の改正にあたり、環境省が「地下水汚染の未然防止のための構造と点検・管理 

 に関するマニュアル」を発行しております。マニュアルは、下記ホームページよりダウンロード 

 できます。 

  http://www.env.go.jp/water/chikasui/brief2012.html 

「有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設に係る使用届出のしおり」は、改正された水質

汚濁防止法（以下「水濁法」という）が平成 24 年 6 月 1日に施行されることに伴い、新たに届出

が必要となる施設の使用届出を行う手順や必要な事項についてまとめたものです。 
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Ⅰ 新たに届出が必要となる施設と使用の届出について 

 

 改正された水濁法が施行されることに伴い、事業者が使用の届出を提出しなければならない施設

は、下水道に排出水の全量を放流している事業場に設置されたもの等、これまで水質汚濁防止法に

基づく届出を行ってなかった有害物質使用特定施設*1（有害物質を製造、使用又は処理する特定施

設）又は有害物質貯蔵指定施設*2（有害物質を貯蔵する指定施設）です（下図のとおり）。 

 これらの施設の使用の届出は、改正された水濁法の施行後、３０日以内（平成 24 年６月 30 日ま

で）に行う必要があります。 

 届出書の記載方法、提出方法等については、Ⅱ.使用届出書の作成要領についてを参照してくだ

さい。 

(注)これまでに、水濁法に基づき、特定施設の設置や使用に関する届出をしている特定施設につい

ては、法改正に伴う届出をしていただく必要はありません。ただし、構造等に関する基準の遵守

義務は、平成 27 年６月１日から、定期点検の実施義務は、平成 24 年６月１日から適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  *1 有害物質使用特定施設 

   有害物質使用特定施設とは、特定施設のうち、有害物質を製造、使用又は処理するものをい

います。 

   有害物質を「製造」するとは、当該特定施設において、有害物質を製品として製造すること

をいい、「使用」するとは、当該特定施設において、有害物質をその施設の目的に沿って原料、

触媒等として使用することをいい、「処理」するとは、当該特定施設において、有害物質又は

有害物質を含む水を処理することを目的として有害物質を分解又は除去することをいいます。 

 

  *2 有害物質貯蔵指定施設 

   有害物質貯蔵指定施設とは、有害物質を貯蔵するものであって、当該施設から有害物質を含

む水が液体で漏えいし、地下に浸透するおそれがある施設をいいます。 

   また、有害物質を含む水であれば、その有害物質の濃度や量によらず有害物質貯蔵指定施 

  設に該当するものは届出が必要です。 
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Ⅱ 使用届出書の作成要領について 

 

 1. 使用届出に必要な書類 

  水濁法に基づき、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の使用届出をする場合、届 

 出書の様式第１と別紙（12～15）及び添付図面等が必要です。届出書の様式は、岩手県ホームペ 

ージの中の｢様式集ダウンロードサービス｣から入手できます。 

 （URL http://www3.pref.iwate.jp/webdb/view/outside/s01Yosk/top.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2. 届出提出先及び問い合わせ先 

所管区域 問い合わせ先 所在地・電話番号 

八幡平市、葛巻町、 
岩手町、雫石町、矢巾町、
紫波町、滝沢村 

盛岡広域振興局 
保健福祉環境部環境衛生課 

〒020-0023 
盛岡市内丸 11-1 
電話 019-629-6583 

奥州市、金ケ崎町 
県南広域振興局 
保健福祉環境部環境衛生課 

〒023-0053 
奥州市水沢区大手町 5-5 
電話 0197-22-2831 

遠野市、西和賀町 
県南広域振興局 
花巻保健福祉環境センター 
環境衛生課 

〒025-0075 
花巻市花城町 1-41 
電話 0198-22-2331 

一関市、平泉町 
県南広域振興局 
一関保健福祉環境センター 
環境衛生課 

〒021-8503 
一関市竹山町 7-5 
電話 0191-26-1412 

釜石市、大槌町 
沿岸広域振興局 
保健福祉環境部環境衛生課 

〒026-0043 
釜石市新町 6-50 
電話 0193-25-2702 

岩泉町、山田町、 
田野畑村 

沿岸広域振興局 
宮古保健福祉環境センター 
環境衛生課 

〒027-0072 
宮古市五月町 1-20 
電話 0193-64-2213 

大船渡市、陸前高田市、 
住田町 

沿岸広域振興局 
大船渡保健福祉環境センター 
環境衛生課 

〒022-8502 
大船渡市猪川町字前田 6-1 
電話 0192-27-9913 

久慈市、洋野町、野田村、
普代村 

県北広域振興局 
保健福祉環境部環境衛生課 

〒028-8042 
久慈市八日町 1-1 
電話 0194-53-4987 

二戸市、軽米町、一戸町、
九戸村 

県北広域振興局 
二戸保健福祉環境センター 
環境衛生課 

〒028-6103 
二戸市石切所字荷渡 6-3 
電話 0195-23-9202 

盛岡市 盛岡市環境部環境企画課 
〒020-0886  
盛岡市若園町 2-18 
電話 019-651-4111 

書類の名称 記　　　　載　　　　内　　　　容

・氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名

・工場又は事業場の名称及び所在地

・有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の別

別紙12 ・有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の構造

別紙13 ・有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設備

別紙14 ・有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の使用の方法

別紙15
・施設において製造され、使用され、若しくは処理される有害物質に係る用水
及び排水の系統又は施設において貯蔵される有害物質に係る搬入及び搬出の系
統

様式第１

届
出
書
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宮古市 宮古市市民生活部環境課 
〒027-0081  
宮古市新川町 2-1 
電話 0193-62-2111 

花巻市 花巻市生活福祉部生活環境課 
〒025-0075  
花巻市花城町 9-30 
電話 0198-24-2111 

北上市 北上市生活環境部生活環境課 
〒024-0095 
北上市芳町 1-1 
電話 0197-64-2111 

 

3. 届出のながれ 

    ① 届出者は届出書類を作成し、施設を設置する市町村を所管する環境・公害担当課に提

出します。 

② 届出書類を審査し必要があれば指導を行います。 

③ 審査後、届出者用の届出書を交付しますので、届出書を保管してください。 

  (注) 届出者について 

    届出者は、当該工場、事業場の代表権を有する者で、代表取締役等がそれに当たります。 

   代表権を有しない工場長等に当該工場、事業場の届出の権限を委任する場合は委任状の添付 

   が必要です。   

 

 4. 使用届出書の記載内容 

  届出書の記載事項及び具体的な記載例を、４頁から１８頁に記載していますので参照しながら 

 書類を作成してください。 

  また、併せて構造等に係るチェック表も作成してください。 

  記載例には、下記の条件の工場の有害物質使用特定施設「酸又はアルカリによる表面処理施設 

 （法 65）」及び弗化水素酸貯蔵タンク使用届出の例を記載しております。 

   ・平成 20 年 4 月 1日に特定施設を設置し、工場を操業している。 

   ・工場全体からの排水は全て合流式下水道に放流しているため、これまで水濁法に基づく届 

    出は不要であった。 

   ・有害物質は、ふっ素及びその化合物（弗化水素酸）を使用。 

   ・有害物質使用特定施設「65 号酸又はアルカリによる表面処理施設」を１基設置しており、 

    特定施設内に弗化水素酸の酸洗槽がある。 

   ・原料用の弗化水素酸タンク(1 ㎥)1 基を設置している。 

   ・特定施設の廃液（弗化水素酸）は、ポリタンク（届出不要）で保管している。 

 

  なお、添付図面の別図①～⑤の記載内容は、この冊子の記載例に合わせた例示であり、内容が

具備されていれば様式、記載方法は問いません。 

添

付

資

料 

別図① ・工場付近の見取り図 

別図② 

・工場内の建物等の配置図 

・有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設、汚水処理施設、主要施設配置図

・有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設に付帯する設備の配置図 

・有害物質使用特定施設から汚水処理施設に至る導水経路 

別図③ 
・特定施設を含む操業系統図 

・用水及び排水の系統図 

別図④ 
・有害物質使用特定施設の構造概要図 

・有害物質貯蔵指定施設の構造概要図 

別図⑤ 
・有害物質使用特定施設の床面及び周囲 

・有害物質貯蔵指定施設の床面及び周囲 

管理要領（使用の方法、使用の方法に関する点検の方法、回数がわかるもの） 
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様式第１(第３条関係)（表面）                            

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）設置（使用、変更）届出書 
○ 年 ○月 ○ 日 

岩 手 県 知 事 様 
       住 所 ○市○町○丁目○番○号 

届出者     岩手株式会社 
       氏 名 代表取締役 岩手太郎 印 

 
氏名又は名称及び住所並びに法 
人にあつてはその代表者の氏名 

 
 水質汚濁防止法第５条第１項、第２項又は第３項（第６条第１項又は第２項、第７条）の規定により、

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）について、次のとおり届け出ます。 
 

工場又は事業場の名称 
岩手株式会社 第２工場 
（電話番号 ○○○-○○○-○○○）

※整理番号  

工場又は事業場の所在地 
(郵便番号 ○○○-○○○○) 

○市○町○丁目○番○号 ※受理年月日 年  月  日 

第
５
条
第
１
項
関
係 

特定施設の種類  ※施設番号 
 

有害物質使用特定施設

の該当の有無 
 有 □  無 □ 

※審査結果  

△特定施設の構造 別紙１のとおり ※備  考  

△特定施設の設備（有害

物質使用特定施設の場

合に限る） 
別紙１の２のとおり 

△特定施設の使用の方

法 
別紙２のとおり 

△汚水等の処理の方法 別紙３のとおり 

△排出水の汚染状態及

び量 
別紙４のとおり 

△排出水の排水系統別
の汚染状態及び量 別紙５のとおり 

△排出水に係る用水及
び排水の系統 別紙６のとおり 

第
５
条
第
２
項
関
係 

有害物質使用特定施設

の種類  

△有害物質使用特定施

設の構造 
別紙７のとおり 

△有害物質使用特定施
設の使用の方法 別紙８のとおり 

△汚水等の処理の方法 別紙９のとおり 
△特定地下浸透水の浸

透の方法 
別紙 10 のとおり 

△特定地下浸透水に係
る用水及び排水の系統 別紙 11 のとおり 
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様式第１ （裏面） 
 

第
５
条
第
３
項
関
係 

有害物質使用特定施設

又は有害物質貯蔵指定

施設の別 

☑ 有害物質使用特定施設
☑ 有害物質貯蔵指定施設

 
 

 

△有害物質使用特定施

設又は有害物質貯蔵指

定施設の構造 
別紙１２のとおり 

△有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵指
定施設の設備 

別紙１３のとおり 

△有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵指
定施設の使用の方法 

別紙１４のとおり 

△施設において製造さ
れ、使用され、若しくは
処理される有害物質に
係る用水及び排水の系
統又は施設において貯
蔵される有害物質に係
る搬入及び搬出の系統 

別紙１５のとおり 

 
備考 １ 特定施設の種類の欄及び有害物質使用特定施設の種類の欄には、令別表第一に掲げる号番号及び名称（指定地 
    域特定施設にあつては、名称）を記載すること。 
   ２ 有害物質使用特定施設の該当の有無の欄には、該当するものにレ印を記入すること。なお、有害物質使用特定 
    施設に該当しない場合には、別紙１の２を提出することを要しない。 
   ３ 有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の別の欄には、該当する施設にレ印を記入すること。 
   ４ △印の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用すること。 
   ５ ※印の欄には、記載しないこと。 
   ６ 排出水の排水系統別の汚染状態及び量については、指定地域内の工場又は事業場に係る届出書に限つて欄を設 
    けること。 
   ７ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更前及び変更後の内容を対照させること。 
   ８ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ９ 氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあつてはその代表 
    者）が署名することができる。 
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別紙１２ の記載方法について 

 

工場又は事業場における
施 設 番 号 

複数の施設が存在する場合は、添付図面と対応するように工場内におけ

る番号を記載すること。 

有害物質使用特定施設又
は有害物質貯蔵指定施設
の 別 

「有害物質使用特定施設」又は「有害物質貯蔵指定施設」のいずれか該

当する方を記載すること 

有害物質使用特定施設の場合は、特定施設の種類を記載すること。 

型 式 施設の型式を記載すること。 

構 造 施設本体の構成材料等を記載すること。 

主 要 寸 法 施設の大きさを示すこと。（構造図等の添付） 

能 力 

（有害物質使用特定施設） 

原則として、１施設を１日フルに稼働させた場合の能力を記載するこ

と。 

（有害物質貯蔵指定施設）貯蔵量等を記載すること。 

配 置 

・別図（工場内の建物等の配置図）において、有害物質使用特定施設又

は有害物質貯蔵指定施設及びこれに関連する主要機械又は主要装置の

配置がわかるように記載すること。 

・地下に設置されている場合にはその旨を明記すること 

床 面 及 び 周 囲 
施設の床面及び周囲の構造等を記載すること。（材質等を記載し、図面

等を添付） 

設 置 年 月 日 
使用届を提出する場合にその届出にかかる特定施設が設置された年月

日を記載すること。 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 

設置届、又は変更届を提出する場合に、その届出に係る特定施設のそれ

ぞれの予定年月日を記載すること。 
工 事 完 成 予 定 年 月 日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 

その他参考となるべき事

項 

・施設の床面及び周囲の構造等を記載し（材質等を記載し、図面等を添

付）、Ａ・Ｂ・Ｃ基準についても明記する。 
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別紙 12 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の構造 

工場又は事業場にお
け る 施 設 番 号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵
指 定 施 設 の 別 

有害物質使用特定施設 
（65 酸又はアルカリによる 

表面処理施設） 
 

型 式 ××社製 ２槽式 ●○型  

構 造 
鉄鋼製  

（内部：ＦＲＰライニング） 
 

主 要 寸 法 

（槽寸法）幅２．５ｍ 
     奥行１．５ｍ 

   高さ１ｍ 
別図 ④－１ のとおり 

 

能 力 ステンレス線：１ｔ／日  

配 置 別図 ② のとおり  

床 面 及 び 周 囲 

床面は厚さ100mmのコンクリート 
周囲：防液堤 幅7ｍ×奥行3ｍ×高さ
0.2ｍ(容量4.2m3) 
別図 ⑤－１ のとおり 

 

設 置 年 月 日 平成２０年 ４月 １日 年  月  日 

工事着手予定年月日 年  月  日 年  月  日 

工事完成予定年月日 年  月  日 年  月  日 

使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 

その他参考となるべ
き事項 

  

 備考 配置の欄には、当該有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設及びこれに関連する主要 

   機械又は主要装置の配置を記載すること。 
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別紙 12 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の構造 

工場又は事業場にお
け る 施 設 番 号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵
指 定 施 設 の 別 

有害物質貯蔵指定施設  

型 式 円筒密閉型  

構 造 材質：FRP  

主 要 寸 法 
直径1.5m×高さ2.5m 

 
別図 ④－２ のとおり 

 

能 力 貯蔵量：1m3  

配 置 別図 ② のとおり  

床 面 及 び 周 囲 

別図 ⑤－１ のとおり 
床面：厚さ100mmコンクリート製 
  （耐酸樹脂被膜） 
周囲：防液堤 幅3ｍ×奥行3ｍ 
×高さ 0.2ｍ(容量1.8m3) 

 

設 置 年 月 日 平成２０年 ４月 １日 年  月  日 

工事着手予定年月日 年  月  日 年  月  日 

工事完成予定年月日 年  月  日 年  月  日 

使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 

その他参考となるべ
き事項 

  

 備考 配置の欄には、当該有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設及びこれに関連する主要 

   機械又は主要装置の配置を記載すること。 
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別紙１３ の記載方法について 

 

工場又は事業場における
施 設 番 号 

複数の施設が存在する場合は、添付図面と対応するように工場内におけ

る番号を記載すること。 

有害物質使用特定施設又
は有害物質貯蔵指定施設
の 別 

「有害物質使用特定施設」又は「有害物質貯蔵指定施設」のいずれか該

当する方を記載すること 

有害物質使用特定施設の場合は、特定施設の種類を記載すること。 

設 備 
「配管（地上、地下）」や「排水溝等（排水溝、排水管、排水ポンプ）」

等、施設に付帯する設備の名称を記載すること。 

構 造 
上記設備の構成材料等を記載すること。検知設備を有する場合には、そ

の旨を記載すること。 

主 要 寸 法 上記設備の大きさを示すこと。（構造図等の添付） 

配 置 

・別図（建物の名称・位置等、有害物質使用特定施設等を明記したもの）

において、付帯する設備の配置がわかるように記載すること。 

・地下に設置されている場合にはその旨を明記すること 

設 置 年 月 日 
使用届を提出する場合にその届出にかかる特定施設が設置された年月

日を記載すること。 

工 事 着 手 予 定 年 月 日 

設置届、又は変更届を提出する場合に、その届出に係る特定施設のそれ

ぞれの予定年月日を記載すること。 
工 事 完 成 予 定 年 月 日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 

その他参考となるべき事
項 

・配管等、排水溝について記載し、Ａ・Ｂ・Ｃ基準についても明記する。

・有害物質を含む水が流れない場合には、構造等に関する基準が適用さ

れないので、その旨記載すること。 

・配管について、トレンチの場合はトレンチの構造についても記載する

こと 
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別紙 13 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の設備 

工場又は事業場にお
ける施設番号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵
指定施設の別 

有害物質使用特定施設 
（65 酸又はアルカリによる 

表面処理施設） 
 

設 備 配管(地上)、排水管  

構 造 
配管(地上)：硬質塩化ビニル製 

排水管：硬質塩化ビニル製 
 

主 要 寸 法 
配管(地上)：φ60mm 

排水管：φ60mm 
 

配 置 別図 ② のとおり  

設 置 年 月 日 平成２０年 ４月 １日 年  月  日 

工事着手予定年月日 年  月  日 年  月  日 

工事完成予定年月日 年  月  日 年  月  日 

使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 

その他参考となるべ
き事項 

  

 備考 配置の欄には、当該有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設備の配置を記載する

   こと。 
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別紙13 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の設備 

 備考 配置の欄には、当該有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設備の配置を記載する

   こと。 

工場又は事業場にお
ける施設番号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施
設又は有害物質貯蔵
指定施設の別 

有害物質貯蔵指定施設  

設 備 配管（地上）、配管（地下）  

構 造 
・配管（地上）：硬質塩化ビニル製 
・配管（地下）：硬質塩化ビニル製 
・施設本体  ：液面レベル計 

 

主 要 寸 法 
配管(地上)：φ60mm 
配管（地下）：φ60mm 

 

配 置 別図 ② のとおり  

設 置 年 月 日 平成２０年 ４月 １日 年  月  日 

工事着手予定年月日 年  月  日 年  月  日 

工事完成予定年月日 年  月  日 年  月  日 

使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 

その他参考となるべ
き事項 
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別紙１４ の記載方法について 

 

工場又は事業場における
施設番号 

複数の施設が存在する場合は、添付図面と対応するように工場内におけ

る番号を記載すること 

有害物質使用特定施設又
は有害物質貯蔵指定施設
の別 

「有害物質使用特定施設」又は「有害物質貯蔵指定施設」のいずれか該

当する方を記載すること 

有害物質使用特定施設の場合は、特定施設の種類を記載すること。 

設 置 場 所 
別図（工場内の配置図）において、特定（指定）施設に印をし、他の施

設と区別すること。 

操 業 の 系 統 施設を含む操業系統（フローシート）を記載すること。 

使 用 時 間 間 隔 

（有害物質使用特定施設） 

１日のうち、施設を使用する時間帯を記載すること。 

（有害物質貯蔵指定施設） 

貯蔵指定施設へ有害物質を含む水を供給する際の当該施設の使用時間

間隔を記載すること 

１日当たりの使用時間 

（有害物質使用特定施設） 

１日当たりの使用時間を記載すること 

（有害物質貯蔵指定施設） 

貯蔵指定施設へ有害物質を含む水を供給する際の当該施設の使用時間

を記載すること 

使 用 の 季 節 的 変 動 
施設の使用時間、使用方法に季節的変動がある場合は、その状況を記載

すること。 

原材料(消耗資材を含む。)
の種類、使用方法及び１日
当たりの使用量（有害物質
使用指定施設の場合に限
る。） 

（有害物質使用特定施設のみ） 

・施設において使用する原料、薬品等（燃料を除く）の種類、使用方法、

１日の使用量を記載すること。 

・当該特定施設において製造・使用・処理している有害物質について記

載すること 

貯蔵する有害物質の種類
（有害物質貯蔵指定施設
の場合に限る。） 

（有害物質貯蔵指定施設のみ） 

貯蔵する有害物質の種類を記載すること 

その他参考となるべき事
項 

（有害物質使用特定施設のみ） 

当該特定施設以外の施設及び工程等で有害物質を使用している場合に、

その物質名や使用量等を記載すること 
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別紙14 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の使用の方法 

工場又は事業場におけ
る施設番号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施設
又は有害物質貯蔵指定
施設の別 

有害物質使用特定施設 
（65 酸又はアルカリによる 

表面処理施設） 
 

設 置 場 所 別図 ② のとおり  

操 業 の 系 統 別図 ③ のとおり  

使 用 時 間 間 隔 ９時 ～ １７時まで  

１日当たりの使用時間 連続（ 時間毎）８ 時間／日  

使 用 の 季 節 的 変 動 特になし  

原材料(消耗資材を含
む。)の種類、使用方法
及び１日当たりの使用
量（有害物質使用特定施
設の場合に限る。） 

ステンレス線：１ｔ/日 

弗化水素酸：５０kg/日 
 

貯蔵する有害物質の種
類（有害物質貯蔵指定施
設の場合に限る。） 

－  

その他参考となるべき

事項 

 

管理要領ば別添①のとおり。 

点検頻度は別添②のとおり。  

 備考 有害物質貯蔵指定施設の場合には、使用時間間隔の欄及び１日当たりの使用時間の欄には、そ 

   れぞれ当該施設への有害物質を含む水の供給時における当該施設の使用時間間隔及び使用時間 

   を記載すること。 
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別紙14 

有害物質使用特定施設（有害物質貯蔵指定施設）の使用の方法 

工場又は事業場における
施設番号 

Ｂ－１  

有害物質使用特定施設又
は有害物質貯蔵指定施設
の別 

有害物質貯蔵指定施設  

設 置 場 所 別図 ② のとおり  

操 業 の 系 統 別図 ③ のとおり  

使 用 時 間 間 隔 ９時～１０時  

１日当たりの使用時間 １時間／日（週１回のみ）  

使 用 の 季 節 的 変 動 なし  

原材料(消耗資材を含
む。)の種類、使用方法及
び１日当たりの使用量
（有害物質使用特定施設
の場合に限る。） 

－  

貯蔵する有害物質の種類
（有害物質貯蔵指定施設
の場合に限る。） 

弗化水素酸 
（ふっ素及びその化合物） 

 

その他参考となるべき事

項 
管理要領ば別添①のとおり。 
点検頻度は別添②のとおり。 

 

 備考 有害物質貯蔵指定施設の場合には、使用時間間隔の欄及び１日当たりの使用時間の欄には、そ 

   れぞれ当該施設への有害物質を含む水の供給時における当該施設の使用時間間隔及び使用時間 

   を記載すること。 
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別紙１５ の記載方法について 

 

施設において製造され、使用され、若しくは処理

される有害物質に係る用水及び排水の系統（有害

物質使用特定施設の場合に限る。）又は貯蔵され

る有害物質に係る搬入及び搬出の系統（有害物質

貯蔵指定施設の場合に限る。） 

（有害物質使用特定施設） 
今回届出の前後の用水及び排水の系統図を記載する
こと。記入スペースが不足する場合は、別図を添付
すること。また、有害物質に係る用水及び排水につ
いては、色等を分け、一般排水等と識別できるよう
に記載すること。 
 
（有害物質貯蔵指定施設） 
有害物質貯蔵指定施設への、有害物質を含む水の搬
出入の方法について記載すること。 

用 途 別 用 水 使 用 量 ( 通 常 )

（有害物質使用特定施設のみ） 

用水の用途別に、用水の種類、１日当たりの使用量

を記載すること。 

 
○用水及び排水の系統及び搬入及び搬出に関する図面について 

水濁法第５条第３項の規定に基づく届出において、有害物質使用特定施設の場合、「その施設におい

て製造され、使用され、又は処理される有害物質に係る用水及び排水の系統」を、有害物質貯蔵指定施

設の場合「その施設において貯蔵される有害物質に係る搬入及び搬出の系統」を記載することとしてい

ますが、どのような設備（配管、排水溝）を通っているかが分かるような形で記載してください。 

 

記載例：（模式案としたもので、実際は平面図にできるかぎり正確に記載してください） 

凡例 

ﾛｰﾘｰ搬入 

地上配管 

地下配管（ﾄﾚﾝﾁ内） 

地下配管（埋設配管） 

排水溝 

有害物質貯蔵 

指定施設 

有害物質使用 

特定施設 
排水処理施設 

タンクローリー

搬入 

地上配管 

地下配管 

（ﾄﾚﾝﾁ内） 
漏えい 

検知設備 

地下配管 

（埋設） 
排水溝 

SUS 管 

φ50mm 

被覆塗装あり 

架台上に設置 
地盤面 

標準断面
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別紙15 

用水及び排水の系統（搬入及び搬出の系統） 

施設において製造され、使用さ

れ、若しくは処理される有害物質

に係る用水及び排水の系統（有害

物質使用特定施設の場合に限

る。）又は貯蔵される有害物質に

係る搬入及び搬出の系統（有害物

質貯蔵指定施設の場合に限る。） 

（有害物質使用特定施設） 

別図 ③ のとおり 

 

 

（有害物質貯蔵指定施設） 

原料タンク上部の蓋を開け、輸送タンクローリーの排出ホースか

ら、弗化水素酸を搬入する。 

用 途 別 用 水 使 用 量 ( 通 常 ) 

用 途 使 用 水 用水使用量(㎥／日) 

作業用水 上水道  

     

     

     

     

 

備考 有害物質貯蔵指定施設の場合には、用途別用水使用量の欄には記載しないこと。 
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構造基準に係るチェック表 
 

構造等に関しては、次ページ以降のチェック表を作成してください。また、チェック表の 
内容を図面等に書き込むなどしてください。構造基準等に係るチェック表１（施設本体の床面及び周

囲の構造等） 
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構造基準等に係るチェック表１（施設本体の床面及び周囲の構造等） 

 

有害物質使用特定施設又は 
有害物質貯蔵指定施設の名称 

Ｂ－１ 65 酸又はアルカリによる表面処理施設 

 
使用、製造、処理、貯蔵する有害

物質 
弗化水素酸 

 
施設本体の床

面及び周囲の

構造等 

構造基準の適合 
□Ａ基準   ☑ Ｂ基準   □Ｃ基準 
☑ 床面が不透水性を有する材料による構造（☑ 施設本体下部を含む） 

 ☑コンクリート（第１層目 200mm） 
 □タイル   （第 層目  mm） 
 □ＦＲＰ   （第 層目  mm） 
 ☑被覆材（ ビニルエステル樹脂          ）  
 □その他（                         ） 
（断面図）           （不透水性構造の範囲） 
                 本体下部及び周囲 
 
被覆：ビニルエステル樹脂 

 
 
 

☑ 防液堤等の設置 （容量：  ２㎥    ） 
 □防液堤   ☑側溝   ☑ためます  □ステンレス鋼製受皿 
 □その他（                          ） 

□ 漏えい等を検知するための装置（装置の具体的な記載、設置場所等） 
 
 
 

□ 施設本体の下部に点検できる空間があるか 
□ 施設が床面から離して設置され、目視により漏えいが確認できる。 
□ 施設が設置されている床の下部に、天井等上部からの漏えいを日常的に確認で

きる空間がある。 
□ その他の措置（具体的に記載） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

200mm コンクリート 
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構造基準等に係るチェック表２（配管等） 

 
 （配管等の関係図） 

 
 
別の施設                       排水溝 
 
 

 
配管等 配管等 1 

名称 
(配管①) 

構造基準の適合 
☑ Ａ基準   □Ｂ基準   □Ｃ基準 
種類 ☑ 配管    □継手類   □フランジ類 

□バルブ類  □ポンプ設備 
有害物質

の種類 
弗化水素酸 

設置場所 ☑ 地上   
 ☑ 漏えいが目視により容易に確認できるように、床面から離して設

置 
 □漏えいが目視により確認できる（容易ではない） 
□地下  
 □トレンチの中に設置 
  □ﾄﾚﾝﾁの床面・側面は不浸透性を有する材料である 
   （材質：                  ） 
  □底面の表面は耐薬品性及び不浸透性を有する材質で被覆が施さ

れている 
   （被覆材：                 ） 

☑ 有害物質を含む水の漏えいの防止に必要な強度を有する 
（材質：ステンレス鋼製 内径 100m×○m） 

☑ 有害物質により容易に劣化するおそれのない 
（材質：内面を○○で被覆        ） 

□ 配管等の外面には、腐食を防止するための措置が講じられている 
（措置：                       ） 

☑ 配管等が設置される条件の下で腐食するおそれのない 
（理由：屋内で使用する                ） 

□ 有害物質を含む水の漏えい等を確認できる措置 
 □配管等からの有害物質を含む水の漏えい等を検知するための装置

（                         ） 
 □配管等における有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置

（                       ） 
 □その他（                       ） 

□ その他の措置（地下） 
 
 
 

備考 配管等が複数ある場合には、この様式を配管等の数だけ作成してください。 

 
 
 
 
 
 

 
Ｂ－１ 
施設本体 

配管① 配管② 
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構造基準等に係るチェック表３（排水溝等） 

 
 （排水溝等の関係図） 

 
 
                       排水処理施設 
 
 

 
 
排水溝等 排水溝等１ 

名称 
(排水溝) 

構造基準の適合 
☑ Ａ基準   □Ｂ基準   □Ｃ基準 

種

類 
☑排水溝    □排水ます   □排水ポンプ   
□その他（                      ） 

☑  有害物質を含む水の地下への浸透の防止に必要な強度を有する 
 （ コンクリート製 50mm  ） 

☑  有害物質により容易に劣化するおそれのないものである 
☑  排水溝等の表面は、有害物質を含む水の種類又は性状に応じ、必要

な場合は、耐薬品性及び不浸透性を有する材質で被覆が施されている

 （ ビニルエステル樹脂 ） 
□  有害物質を含む水の地下への浸透を確認できる措置 

 □ 排水溝等からの有害物質を含む水の地下への浸透を検知する

ための装置（                ） 
 □ 排水溝等における有害物質を含む水の流量の変動を計測する

ための装置（                ） 
 □ その他（                   ） 

□ その他の措置（具体的に記載） 
 
 
 

備考 配管等が複数ある場合には、この様式を配管等の数だけ作成してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ｂ－１ 
施設本体 

排水溝 配管② 
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構造基準等に係るチェック表４（地下貯蔵施設・使用の方法） 

 
地下貯蔵施設 □ 人が容易に立ち入ることができる地下室に設置されている。 

□ 有害物質を含む水の漏えい等を防止する措置を講じた構造及び材質 
 □ タンク室内に設置（材質：              ） 
 □ 二重殻構造（材質：                 ） 
 □ 内部コーティング（材質：              ） 
 □ その他（                      ） 

□ 地下貯蔵施設の外面は、腐食を防止するための措置が講じられている 
□ 地下貯蔵施設が設置される条件の下で腐食するおそれのない 

（理由：                         ） 
□ 有害物質を含む水の量を確認できる措置 

 □ 地下貯蔵施設の内部の有害物質を含む水の量を表示する装置 
 □ その他（                      ） 

□ 有害物質を含む水の漏えいが確認できる措置 
□ 漏えい等を検知するための装置（装置の具体的な記載、設置場所等） 
 （                              ） 
□ 地下貯蔵施設における有害物質を含む水の流量の変動を計測するための装置 
 （                             ） 

□ その他の措置（具体的に記載） 
 
 
 

使用の方法 ☑  有害物質を含む水の受入、入替え及び分配その他の有害物質を含む水を取り扱う

作業は、有害物質を含む水が飛散し、流出し、又は地下に浸透しない方法で行う。

☑  有害物質を含む水の補給状況及び設備の作動状況の確認その他の施設の運転を適

切に行うために必要な措置を講ずる。 
☑  有害物質を含む水が漏えいした場合には、直ちに漏えいを防止する措置を講ずる

とともに、当該漏えいした有害物質を含む水を回収し、再利用するか、又は生活環

境保全上支障のないよう適切に処理する。 
管理要領 ☑  使用の方法並びに使用の方法に関する点検の方法及び回数を定めた管理要領が明

確に定められている 
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別図②

工場内の建物等の配置図
有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施設、汚水処理施設、主要機械、主要装置配置図
有害物質使用特定施設から汚水処理施設に至る導水経路

上水道

建屋

(特）
酸洗施設

公共下水道（合流式）に放流

雨水 上水・工業水
処理水・放流水 有害物質貯蔵指定施設に付帯する配管（地上）

公共下水道（合流式）に放流 有害物質貯蔵指定施設に付帯する配管（地下）
有害物質使用特定施設に付帯する排水溝

公共下水道
（合流式）に放流

事務所１～３階
食 堂

工程排水処理施設

原水槽

弗化水素
酸槽廃弗化

水素酸
置き場

水洗槽水洗槽

タンクローリー搬入地下配管（埋設）

地上配管

排水溝（排水管・地上）
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別図③
特定施設を含む操業系統図
用水及び排水の系統図

酸洗 水洗

公共下水道
（合流式）放流

※酸洗廃液は許可業者へ処理委託

　公共下水道（合流式）放流

雨水 　公共下水道（合流式）放流

…有害物質使用特定(有害物質貯蔵指定)施設

弗化水素酸タンク

上水道
45m3/日

原材料
１t/日

製品
１ｔ/日

工程排水処理施設

事務所・食堂

乾燥

 
 

別図④－１

特定施設の構造図
（酸洗施設）　酸又はアルカリによる表面処理施設　（単位ｍｍ）

平面図

立面図

別図④－２　

有害物質貯蔵指定施設の構造図
　（単位ｍｍ）

平面図

液面計

立面図

2500 2500
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(弗化水素酸）
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1500
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別図⑤－１

有害物質使用特定施設の床面及び周囲構造図
（酸洗施設）　酸又はアルカリによる表面処理施設　（単位ｍｍ）

7000

周囲：防液堤（４．２㎥） 床面：耐酸樹脂被膜

平面図

立面図

有害物質貯蔵指定施設の床面及び周囲の構造図 別図⑤－２　

　（単位ｍｍ）
3000

平面図

立面図

2500 2500

酸洗
(弗化水素酸）

水洗

2500 2500

1500

床面：耐酸樹脂被膜
周囲：防液堤（1.8㎥）
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Ⅲ 参考 
 

 〇有害物質とその検出下限濃度の一覧  

 

有害物質の種類 検出下限濃度 

カドミウム及びその化合物 一リットルにつきカドミウム〇・〇〇一ミリグラム

シアン化合物 一リットルにつきシアン〇・一ミリグラム 
有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオ

ン、メチルジメトン及びＥＰＮに限る。） 
一リットルにつき〇・一ミリグラム 

鉛及びその化合物 一リットルにつき鉛〇・〇〇五ミリグラム 
六価クロム化合物 一リットルにつき六価クロム〇・〇四ミリグラム 
砒素及びその化合物 一リットルにつき砒素〇・〇〇五ミリグラム 
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 一リットルにつき水銀〇・〇〇五ミリグラム 
ポリ塩化ビフェニル 一リットルにつき〇・〇〇五ミリグラム 
トリクロロエチレン 一リットルにつき〇・〇〇二ミリグラム 
テトラクロロエチレン 一リットルにつき〇・〇〇〇五ミリグラム 
ジクロロメタン 一リットルにつき〇・〇〇二ミリグラム 
四塩化炭素 一リットルにつき〇・〇〇〇二ミリグラム 
一・二－ジクロロエタン 一リットルにつき〇・〇〇〇四ミリグラム 
一・一－ジクロロエチレン 一リットルにつき〇・〇〇二ミリグラム 
※ シス－一・二－ジクロロエチレン 
⇒ 一・二－ジクロロエチレン 

一リットルにつき〇・〇〇四ミリグラム 
⇒ シス体：一リットルにつき〇・〇〇四ミリグラム 
トランス体：一リットルにつき〇・〇〇四ミリグラム 

一・一・一－トリクロロエタン 一リットルにつき〇・〇〇〇五ミリグラム 
一・一・二－トリクロロエタン 一リットルにつき〇・〇〇〇六ミリグラム 
一・三－ジクロロプロペン 一リットルにつき〇・〇〇〇二ミリグラム 
チウラム 一リットルにつき〇・〇〇〇六ミリグラム 
シマジン 一リットルにつき〇・〇〇〇三ミリグラム 
チオベンカルブ 一リットルにつき〇・〇〇二ミリグラム 
ベンゼン 一リットルにつき〇・〇〇一ミリグラム 
セレン及びその化合物 一リットルにつきセレン〇・〇〇二ミリグラム 
ほう素及びその化合物 一リットルにつきほう素〇・二ミリグラム 
ふつ素及びその化合物 一リットルにつきふつ素〇・二ミリグラム 
アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化

合物及び硝酸化合物 
アンモニア又はアンモニウム化合物にあっては一リッ

トルにつきアンモニア性窒素〇・七ミリグラム、亜硝

酸化合物にあっては一リットルにつき亜硝酸性窒素

〇・二ミリグラム、硝酸化合物にあっては一リットル

につき硝酸性窒素〇・二ミリグラム 
※ 塩化ビニルモノマー 一リットルにつき○・○○○二ミリグラム 
※ 一・四－ジオキサン 一リットルにつき○・○○五ミリグラム 
 
（注１）検定は、「水質汚濁防止法施行規則第六条の二の規定に基づく環境大臣が定める検定方法」

により行うこととなっています。 
（注２）※印を付した項目は今後追加または変更される予定です。 
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○ 構造等に関する基準の遵守と定期点検の義務について 

 

 改正された水濁法が平成 24 年 6 月 1 日に施行されることに伴い、有害物質を含む水の地下への

浸透を防止するための構造等に関する基準の遵守と、有害物質使用特定施設、有害物質貯蔵指定施

設及び付帯する施設について、定期に点検しその結果を記録・保存することが義務付けられました。 

 

 1. 施設の構造等に関する基準 

  有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設（以下、有害物質使用特定施設等という）の

構造等に関する事項の概略は下表のとおりです。 

箇所 概略 

床面及び周囲 設置場所の床面及び周囲は有害物質を含む水の地下への浸透及び施設の外へ

の流出を防止できる材質及び構造とすること 

施設に付帯す

る配管 

有害物質使用特定施設等の本体に付帯する配管等を地上に設置する場合は、有

害物質を含む水の漏えいを防止できる材質及び構造とするか、漏えいがあった

ときに漏えいを確認できる構造とすること 

有害物質使用特定施設等の本体に付帯する配管等を地下に設置する場合は、有

害物質を含む水の漏えい又は地下への浸透を防止できる構造及び材質とする

か、又は漏えい等があった場合に漏えい等を確認できる構造とすること 

排水溝等 有害物質使用特定施設等の本体に付帯する排水系統の設備（有害物質使用特定

施設等の施設本体に接続し有害物質を含む水が流れる排水溝、排水ます、排水

ポンプ等を含む）は、有害物質を含む水の地下への浸透を防止できる材質及び

構造とすること 

地下貯蔵施設 地下貯蔵施設本体は、有害物質を含む水の漏えい等を防止できる材質及び構造

とすること 

使用の方法 有害物質使用特定施設等に係る有害物質を含む水の受け入れ、移し替え、分配

等の作業は、有害物質を含む水が飛散し、流出し、地下に浸透しない方法で行

うとともに、有害物質を含む水の補給状況や設備の作動状況の確認等、施設の

運転を適切に行うこと 

また、有害物質を含む水が漏えいした場合には、直ちに漏えいを防止する措置

を講じるとともに、当該漏えいした有害物質を含む水を回収し、再利用するか

又は生活環境保全上支障のないように適切に処理すること 

 

 各箇所における具体的な施設の構造等に関する基準については、水濁法施行規則又は環境省発

行のマニュアル P45～P95 を参照してください。 

 

 2. 既設の施設の構造等に関する基準について 

  平成 24 年 6 月 1 日より前に設置された有害物質使用特定施設等に関する構造等に関する基準 

 については、平成 27 年 5 月 31 日まで適用されません。当該期間は、定期点検のみが義務付けら 

 れます。（附則第 4 条） 

 

 平成 27 年 5 月 31 日まで 平成 27 年 6 月 1 日以降 

新設の施設 

(既設の施設以外) 
Ａ基準が適用される 

既設の施設 

(平成 24 年 6 月 1日よ

り前に設置したもの)

Ｃ基準 

（構造等に関する基準が適合して

いればＡ基準又はＢ基準を適用）

Ｂ基準 

（構造等に関する基準が適合して

いればＡ基準を適用） 

  ただし、平成 24 年 6 月 1 日以降に変更される施設の構造等に関する基準については、変更部 

 分のみＡ基準又はＢ基準（Ｂ基準に適合するように変更する場合に限る）が適用され、既設の施 

 設であっても変更部分のみ構造等に関する基準が適用されます。 
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 3. 定期点検及び点検結果の記録と保存 

  (1) 定期点検（法第 14 条第 5項） 

 構造等に関する基準の内容に応じて定期点検を実施する必要があります。定期点検の頻度に  

ついては、構造等に関する基準の種類により異なります。水濁法施行規則又は環境省発行のマ

ニュアル P45～P95 を参照してください。 

 

  (2) 記録と保存 

   定期点検を行ったときは、以下の事項を記録し、3 年間保存しなければなりません。 

    ・点検を行った有害物質使用特定施設等 

・点検年月日 

    ・点検の方法及び結果 

・点検を実施した者及び点検実施責任者の氏名 

・点検の結果に基づいて補修その他の必要な措置を講じたときは、その内容 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


